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一般論文 小規模 オフ ィスにおけるISO14001に 沿 った

環境 マネジメン トシステムの構築 と実践に関する研究

井山 慶信*・ 張 允鍾*・ 鄭 桓祷*・ 金 載分*・ 早瀬 光司*

摘 要

　環 境負荷 の削減 は,あ らゆ る組織 で取 り組 む こ とによっ て全 体 と して大 きな効 果 を もた

らせ る ため,一 部 の大企 業 だ けで な く小 規模 な組織 で も容易 に行 え る環境 マ ネジ メ ン トシ

ス テムが必 要 とされ てい る。

　そ の ため本 研 究 では,ISO14001の 認 証取 得 が 困難 な小 規模 オ フ ィス にお い て,可 能 な

限 りISO14001の 規 格 に沿 った環 境 マネ ジ メ ン トシス テ ムで低負 担 な もの を立 ち上 げ,問

題 点 や利点 を解 明 し,そ の対 応策 を提示 し,継 続 的 かつ実 質 的 に機 能 させ る こ とを目的 と

した 。 また,LCAや 環 境 負荷 削減 取 り組 み の シ ミュ レーシ ョンを実施 し,「取 り組 み達 成

率 」 とい う他 の組織 と比 較可 能 な指 標 に よる環境 パ フ オーマ ンス評価 を行 い,継 続 的改 善

に よる効果 を考 察す るこ と も目的 と した。

　広 島県 の企 業11社 におい て,ISO14001の 規格 に沿 っ た環境 マ ネジ メ ン トシス テ ム を立

ち上 げた。 環境 側面 を紙 に限 定 し,導 入 部 ・系 内 ・送 出部 の重 要 な要素 につ いて 一週 間運

用 を行 った。運用 終 了後,経 営 層 に よる見直 し として,環 境 パ フォーマ ンス評 価 な どの結

果 報告 を行 っ た。従業 員 の少 ない企 業 ほ ど環境 負荷 削 減の取 り組 み達 成率 が高 い とい う傾

向 が あっ た。

　継 続 的改 善 を行 うため,11社 に対 し環 境 マネ ジメ ン トシス テムの再 構築 を依 頼 し,4社

で 実施 す る ことがで きた。 目的 ・目標 として,可 能 な範 囲 で コ ピー用 紙使 用量 を減 ら した

り分 別資 源化 を積 極 的 に行 うな どの取 り組 みの改 善 を求め た。 また,前 回不 適 合が 生 じる

原 因で あ った,責 任 の所在 に関す る部分 をさ らに明確 に した。 その結 果,4社 と もコ ピー

用紙 の使 用量 は減少 し,ご み に関 して も排 出量の減 少 や資源 化 の促 進 な ど,環 境 負荷 の削

減 とい う目的 ・目標 は達成 され,環 境 マ ネ ジメ ン トシステ ムの継 続 的改善 の有効 性 を実証

す る こ とが で きた。

　ISO14001の 規 格 に沿 い なが ら,低 負担 な環境 マ ネ ジメ ン トシス テム の有効 性 や課 題 に

つ い て も洗 い出 す こ とに よ り,企 業 や家 庭 な どの様 々 な組織 で運 用可 能 な低 負 担 の環境 マ

ネジ メ ン トシス テ ムにつ いて提 案す るこ とが で きた。

キ ー ワー ド1環 境 マ ネ ジ メ ン トシス テ ム,小 規模 オ フ ィス,ISO14001,低 負 担,環 境 パ

フ ォーマ ンス評価

1.は じ め に

1.1背 景

　世界 のCO,排 出量 は年 々増 加 してお り,抑 制策 と

して ライ フサ イ クルの転換 な ど社 会 システ ムの改 造

が 求 め られ る 中,そ の手段 と して注 目 され た もの に

環 境 管 理 ・監 査 制 度 が あ る。 環 境 管 理 ・監 査 は,

1980年 代 に入 っ て環 境 保全 活 動 を積 極 的 に推 進 し

て きた先進 的企 業が 漸次発 展 させ た経営 管理 手段 で

あ る1)。1990年 代 に入 り,環 境 に関す るイ ギ リス規

格 「BS7750」(1992年)やEUの 環境 管理 ・監査 制

度 で あ る 「EMAS」(1993年)な どが制 定 され,1996

年9月 にはISO(国 際標 準化 機構)が 環 境 マ ネジ メ

ン トシス テ ム(以 下EMSと 示 す)の 国際 規格 と し
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てISO14001な ど2)を発効 した。 日本 で もJIS(日 本

工 業 規格)がISOに 対 応 した規 格JISQ14001な ど3)

を発効 してい る。

　ISO14001が 発 効 され てか ら5年 以上 が経 過 した

が,そ の 間,日 本 では7377も のサ イ トが 認証 を取得

し(2001年10月 末 現在),認 証 取得 件数 と して は ド

イ ツ ・イ ギ リス に大 き く差 をつ け て世 界 第 一 位 と

な って い る。認 証 取 得 件 数 は順 調 に増 加 して い る

が,取 得企 業 の規模 に着 目す る と,取 得 す る には数

百万 円単位 の資 金 と専任 の ス タ ッフ,大 量 の文書作

成 な ど企 業側 の負担 が大 きいた め,大 規 模 な企業 が

中心 となっ て認 証取 得 して いる のが現状 で あ る。 大

企業 と中小 企 業の取 り組 み の差 として,環 境 理念 ・

方針 の保有 率 が 大企 業 で は58%に 対 して中小 企 業

で は10%,行 動計 画 の策定 は大企 業 では60%に 対

して中小 企業 で は9%し か ない とい う報告 があ る4)。

また,環 境へ の取 り組 み は,株 式 の上場 大企 業 で は

7割 弱が 法律 ・条例 の 遵守以 上 の環境対 策 を実施 し

てい るが,上 場 中小 企 業 や 非 上 場 大企 業 で は2割

強,非 上 場 中小 企 業で は1割 強 しか環境 対 策 を実施

してい ない とい う報告 もあ る5)。ISO14001に 関 して

も,規 格 自体 は あ らゆる種類 ・規 模 の組織 に適応 で

きる よ うに定 め られ てい るが,中 小企 業ヘ ア ンケ ー

トを行 った結 果,認 証 を取得 しない理 由 として 「取

得 のた めの 人材不 足(60.9%)」 「メ リッ ト以上 に コ

ス トが かか る(60.9%)」 「審査登 録費 用が 高す ぎる

(59.1%)」 「コ ン サ ル タ ン ト費 用 が 高 す ぎ る

(56.5%)」 「文書 量 ・種 類 が多 す ぎる(50.0%)」 と

い う点が 示 されて い る6)。そ のた め,中 小 企 業 に限

定 してISO14001の 必 要性 や経 営上 の メ リ ッ ト,取

得 す るにお いて のテ クニ ック,関 連商 品 な どを解 説

した 報 告 も近 年 多 く出 さ れ て い る7～12)。さ ら に,

ISO14001に 代 わ る認証 制 度 と して,環 境 庁(現 環

境省)は 中小 企業 向 けの簡易 版ISOと して環境 活動

評価 プロ グラム13)を作成 し,ま た京都 で も2001年4

月 にKES(京 都 ・環 境 マネ ジ メ ン トシス テム ・ス タ

ン ダー ド)6,14)とい う独 自の簡易 版ISOを 実施 し始 め

てい る。 地方 自治体 や 商工 団体 に よる中小企 業へ の

認 証 取得 支 援 制 度6,15)も徐 々 に増 えて きてお り,中

小企 業 で のEMS構 築が 強 く求 め られ て い るのが 現

状 であ る。

1.2目 的

　環 境保 全へ の取 り組 み は,一 部 の大企 業 だけ で な

く,中 小 の企 業や 一般家 庭 な どあ らゆる組織 で取 り

組 む こ とに よっ て全 体 と して大 きな効 果 を もた らせ

るため,小 規模 な組織 で 容易 に行 え るEMSを 構 築

す る こと も必 要で あ る。

　 EMSに つ い て は,環 境 パ フ ォーマ ンス の指 標 の

評価16,17)や環境 報告 書 の評価18,19)に関 して事例 を報 告

して い る もの が あ る。 ま た,中 小 企 業 を 対 象 に

ISO14001の 必 要 性 や メ リ ッ トな どにつ い て述べ て

い る報 告7～12)もあ る。 しか し実地 調 査 を行 い 具体 的

な事 例 を総合 的 に比較 ・分析 し,詳 細 に報 告 した も

の は少 な く,ISO14001に 沿 って その 簡易 版 を 目指

した報告 は これ までKES6,14)と 環 境 活動 評 価 プロ グ

ラム13)のみ であ る。KESは 簡易 版ISOと して分 か り

やす くまとめ られて お り,か つ低 価格 で あ る とい う

点 で 優 れ て い る シ ス テ ム で あ る。 しか し環 境 パ

フ オーマ ンス評価 の部 分 は,目 標 値 と実測 値 を各項

目で直接 比 較す る単純 な手 法で あ り,LCAの 様 な評

価 手法 は希 薄で あ った り,ま た他 の組 織 との統 合 的

な比較 が 困難で あ るな ど,改 善 すべ き余 地 もあ る。

　そ の ため本 研 究 で は,ISO14001の 認証 取 得 が 困

難 な 小 規 模 オ フ ィ ス に お い て,可 能 な 限 り

ISO14001の 規 格 に沿 った簡易 なEMSで 低 負担 な も

の を立 ち上 げ,問 題 点や利 点 を解 明 し,そ の対 応策

を提示 し,継 続 的か つ実 質的 に機能 させ る こ とを 目

的 とす る。 また,測 定 デー タにつ いて も,LCAを 用

いて環 境パ フ ォーマ ンス評 価 を深化 させ,ま た共通

の指標 を導 入 して他 の組織 と統 合 的 に比較 検討 す る

ことの可 能 な環 境パ フォーマ ンス評価 を行 い,継 続

的改善 に よる効 果 を考察 す るこ とを も目的 とす る。

　この研究 の主 旨は,認 証 取得 の 困難 な小 規模 な組

織 で も容 易 に立 ち上 げ る こ との で きるEMSを 構築

し,そ れ を実証 してい くことであ る。 国際的 な標準

であ るISO14001に 沿 い なが ら,EMS構 築の有 効性

や課 題 を洗 い 出 し,低 負担 で 有効 なEMSを 構 築 す

るモ デル を提案 す る。

2.方 法

2.1企 業へ の依頼

　1997年5月 に,広 島県 下の企 業200社(出 先企業

100社 ・地 元企 業100社)に 対 して,EMS構 築の依

頼 文 を郵送 した。回答 用紙 には,EMS構 築 に対 す る

承 諾 ・非承 諾 の他 に,業 種 や従 業員 数,延 べ床 面積

な どを記 入 して も らった。企 業 の 選択 は,「 広 島 の

会社 名鑑20)」に掲 載 され てい る企業 一 覧 か ら無 作為

に抽 出 した。

2.2環 境 マ ネジ メ ン トシ ステム の立 ち上 げ

　 EMS構 築 に承 諾 した企業 に対 して は,1995年 に

行 った8社 で の計 測 実績21,22)を例 と して示 しなが ら,

EMSの 全 体 像 に つ いて 説 明 を行 った。各 企 業 で の

実 際 の紙 の 流 れ に つ い て説 明 を して も らい,EMS

の細 かい部 分 に関 して話 し合 い を行 い なが ら決定 し

た。筆 者 らが提案 した計測 項 目や計 測方法,調 査票

の使 いやす さに関 して も意 見 を聞 き,記 入 しやす く
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なる よ う改 良 を行 った。調査 の実施期 間 と内部 監査

人 を決 定 し,内 部監査 人 に対 して も改 めて計測 方法

な どを説明 した 。

　計 測 項 目は,導 入 部 で は 「配送 物」 「コピ ー用 紙

(上質紙)」 「コピー用紙(再 生紙)」,系 内で は 「う ら

紙発 生量 」 「う ら紙使 用 量」 「FAX受 信 量 」 「FAX送

信量 」「勤務 時 間」,送 出部 で は 「配送 物」「焼却 処理

され る ごみ」 「資 源 化 され る ごみ」 とな った。調 査

期 間 は一 週 間 と して,月 曜 日か ら金 曜 日 まで の五 日

間 であ った。

　運 用 終 了後,環 境 収 支 簿 記 や 取 り組 み達 成 率 と

い った環 境パ フ ォー マ ンス 評価 の報告 を行 い,今 後

の取 り組 み につ いて提 案 した。

2.3環 境 マネ ジメ ン トシス テムの再 構築

　1997年 にEMSを 構築 した企業 に対 して,1999年

3月 にEMSの 再 構 築 を依 頼 した。再構 築 の依 頼 書

と ともに,改 め て前 回のEMSの 結 果 を同封 した。

　打 ち合 わせ で は,担 当者 の他 に1997年 の調 査 に

お い て 内部 監 査 人 を行 っ た社 員 に も同席 して もら

い,可 能 な限 り内部 監査 人 に再任 して もらっ た。前

回の経 験 があ る ため,不 明 な点 や改善 したい点 を中

心 に話 し合 い を行 った。 環境 負荷 削減 の取 り組 み を

さらに実施 す る よ う呼 びか けた。調 査期 間は一週 間

と して,月 曜 日か ら金 曜 日 までの五 日間 で あ った。

運 用後,1997年 との比較 な どの結 果報告 を行 った。

3.結 果 と考 察

3.1承 諾 企業 の傾 向

　200社 にEMS構 築 の依 頼文 を郵送 した結果 を表1

に示 した。200社 の うち7社 が住 所変 更 で郵送 で き

なか った ため,残 る193社 中55社 か ら回答 があ り,

回答 率 は28%と なっ た。 この値 は1995年 の 調査21)

での 回答 率29%と ほぼ 同 じで あ った。55社 の内訳

は,出 先企 業が28社,地 元企 業が27社 で あ り,両

者 に差 は見 られなか った 。従業 員数 別 で見 て も,回

答率 につい て特 に傾 向は見 られなか った 。

　次 に,EMSの 構 築 に承 諾 した企 業数 は,55社 中

13社 で あ った。 内訳 は,出 先 企 業8社,地 元企 業5

社 であ る。従 業員 数別 で考察 す る と,30人 以下 の企

業 と101人 以上 の企 業 で は10%前 後 の高 い承 諾 率

を示 したが,そ の中 間の31～100人 の企業 で は承 諾

の返 事 は全 く無 か った。承諾 に関 しては従 業員 数で

明確 な傾 向が 見 られ た。承諾 で きなか った理 由 につ

い て は,ど の規 模 の企業 で も 「多忙 」「人手 不足 」 と

い う理 由が ほ とん どで あ った。他 には,小 人数 の企

業 では 「規模 が小 さい ので調査 の対 象外 であ る と思

わ れ る」 とい う意見 が あ り,規 模 の大 きな企 業 で は

「既 に環境 対 策 の組織 が あ る」 「ISO14001の 認 証 を

取得 す る気 はない」 な ど自社 の環境 へ の取 り組 み と

の違 いか ら断 る場合 もあ った。

　承 諾 した13社 に対 して,企 業 を訪 問 し打 ち合 わ

せ を行 った。各 社 の業 種 や従 業 員 数,内 部 監査 人,

既 に行 っ てい る取 り組 み な ど につ い て表2に 示 し

た。打 ち合 わせ の結 果,企 業側 の負 担 の大 きさが 原

因 で,従 業 員 数100名 以 上 の 企 業2社(K・L社)

でEMSを 構 築 で きなか った。残 りの1社(M社)で

は,規 模 が 大 きい ため全体 の把 握 と全社 員へ の徹底

が非常 に難 しか ったが,将 来ISO14001の 認証 取得

を 目指 してお り,組 織 トップの理解 と社 員 の積 極 的

な協 力 に よ りEMSを 構築 す る こ ととな っ た。 実施

許可 を得 た企 業 で は1～3名 の内部 監査 人 を決定 し

た。既 に行 っ てい る取 り組 み に関 して は,う ら紙利

用 は半 分 程 度 が行 っ て い たが,再 生 紙 の使 用 は ゼ

ロ,資 源化 分別 は1社 の みで あ った。

　最終 的 に,従 業 員数 が100名 以上 の規模 の大 きな

企 業1社 と,従 業員 数 が30名 以下 の比較 的小 規模

な企 業 の10社 でEMSの 構 築 を行 う こ とが で きた。

今 回 は1995年 の調 査21)と異 な り,低 負 担 で実行 で き

る こ とを目指 して行 った ため,企 業側 の実施 許可 が

得 や すか っ た。構 築 で きた企 業数 は,前 報21)よりも

表1　 全従業員数別回答率 ・承諾率 ・実施率
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表2　 承諾企業の概要

増加 し,承 諾企 業 中の実 施企 業 の 割合 が1995年 の

19社 中8社(42%)か ら13社 中11社(85%)に

増 加 した。EMS構 築 の負 担軽 減 は重 要 な ポ イ ン ト

で あ り,そ れ に よ り実施 企業 を増加 させ るこ とが で

きた。また,EMSの 構築 におい て,組 織 の トップの

理解 と,担 当 す る内部監 査人 の協力 が非 常 に重要 で

あ る こ とも再確 認 され た。

3.2立 ち上 げ た環 境 マネ ジメ ン トシステ ム

　各 企業 と打 ち合 わせ を行 い,EMSを 立 ち上 げ た。

立 ち上 げ たEMSの 内容 とISO14001(JIS14001Q)

との対 応 を表3に 示 す2,3,23)。また,立 ち上 げたEMS

をPDCAサ イ クル と して図 示 した ものが 図1で あ

る。全体 的 にISO14001の 規 格 に沿 った もの となっ

て お り,特 徴 的 な項 目に関 して以 下 に述 べ る。

　「4.2環 境 方針 」 では,ISOの 規格 の ような正式

な もの を明文化 す る こ とはせ ず,企 業 トップ との話

し合 い の際 「環境負 荷 の現状 を知 り削減 を行 う」 と

い う方針 でEMSを 構築 す る と確 認 す る。「4.3.1

環 境 側 面」 で は,数 あ る環 境 側 面 の 中 か ら どの オ

フ ィス で も大量 に使 用 さ れ てい る 「紙」 を選択 す

る。 これは,一 つ の環境 側面 に限定 して詳細 に分析

す る こ とが可 能で あれ ば,今 後他 の環境 側面 に対 し

て も応用 可能 であ るた めで あ り,今 回 は 「紙」 につ

い て,導 入部 ・系 内 ・送 出部 の重 要 な要 素 に限定 し

て測 定 を行 う。 「4.3.3目 的及 び 目標」 と して は,

環境 方針 と同様 まず 「現 状 を知 る」 とい うこ とを 目

的 ・目標 とす る。 「4.4.1体 制 及 び責 任」 に関 し

て,責 任 者 を1～3名 決 定 し内部 監査 人 と して指示

や 測定 を行 って もら う。 「4.4.2訓 練,自 覚 及 び

能力 」 では,環 境側 面毎 に調査 票 を作成 し責任 者 に

対 して記 入の訓 練 を行 う。 その他 の従業 員 に対 して

も,調 査 の 時 期 や 内 容 を 伝 え 協 力 を 得 る。

「4.5.1監 視 及 び測定」 の項 目では,「 環境 に著 し

い影 響 を及 ぼす可 能性 があ る運用 及 び活 動」 と して

「紙 の使 用 及 び廃 棄」 を定 常 的 に監視 及 び 測定 す る

た め に文 書化 した手順 を確立 す る。「4.5.2不 適

合 並 び に是 正 及 び予 防処 置 」 と して,測 定 ミス や

デ ー タの紛失 とい っ た不 適合 が生 じた場 合,そ の原

因 を調 査 し運 用期 間 を変 更 した上 で再 測定 を行 う。

「4.5.4環 境 マ ネ ジ メ ン トシス テ ム監 査」 は,筆

者 が外部 監査 人 として測 定が順 調 に行 われ てい るか

調査 期 間中 チ ェ ック を行 う。 「4.6経 営 層 に よる見

直 し」 として,運 用終 了後,環 境パ フ オーマ ンス評

価 な どの結果 報告 を行 い,今 後 の取 り組 み につ いて

提案 す る。

3.3測 定 デ ータの分 析

　計 測結 果 を も とに環境 収支 簿記 を作成 した。表4

に主 な項 目に関す る11社 の紙 の収 支 を示す 。

　11社 の 中 で再 生 紙 を使 用 して い る企 業 は1社 も

存在 しなか った。 再生紙 へ の切 り替 えは,オ フ ィス

内 の システ ム を変 え る ことな く実 行で きる最 も簡単

な環 境負 荷削 減 の取 り組 み であ るが,現 実 と して は

全 く行 われ てい なか った。

　う ら紙 に関 して は,従 業 員 数 の少 ない3社(A・

B・C社)で,コ ピー用紙 の使 用量 に対 す る うら紙 の

発 生量 や使用 量が 高 い割合 を示 して いた。規 模 が小

さけれ ば個人 で容 易 に うら紙 利用 が で きるが,規 模

が 大 き くなって くる と企 業全 体 で利用 す る ことが手

間 とな り,精 々個 人 のメモ程 度 の利用 に終 わ って し

ま って い る ようで あ った。

　ごみ の分別 を行 ってい るの は11社 中1社(D社)

のみ で あ った。D社 で は ビル全 体 で分 別 の徹 底 を

行 って いた。 しか し他 の10社 は全 く分 別 を行 って

いなか った。 業者 が分別 回収 を行 ってい ない とい う

のが大 きな問題で あ る。

　企 業 が紙類 を使用 ・廃 棄す るこ とに よ り,ど れ だ

け環境 に負荷 を与 え てい るのか,ま た どれだ け環 境

へ の 負荷 を削 減 で きるの か を評価 ・検 討 す る ため

に,筆 者 らは紙 に関 してLCAを 行 いCO、 換算 を行 っ

た2')。換 算方 法 と して は,原 料調 達か ら製造,使 用,



309小 規模 オ フィスにおけるISO14001に 沿 った環境マ ネジメン トシステムの構築 と実践に関する研 究

表3　 立 ち上げ た環境マ ネジメ ン トシステム とその利点 ・問題点
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図1　 立 ち上 げた環境マ ネジメン トシステムでのPDCAサ イクル

廃 棄,再 資 源化段 階 にお け るエ ネルギ ー消 費 量 を積

み上 げ方 式 に よ って換 算 した。求 め られ た換 算 係

数,「 紙 を1t消 費 す る こ と に よ り,上 質 紙 で は

2.1t,古 紙 混入率80%の 再生 紙 では1.4t,廃 棄 に

おい ては1.7tのCO、 が発 生す る20)」とい う値 を採 用

して,環 境 負荷 の評価 や今 後の 改善 な どにつ いて分

析 を行 った。

　さ らに,紙 のCO2換 算 の結 果 を も とに して,再 生

紙 の使 用 ・うら紙の利 用 ・分別 資源化 の 三つ の取 り

組 み に よる シ ミュ レー シ ョンを行 い,取 り組 み を行

わ なか っ た場 合 の発 生量(最 大 発生 量),現 状 で の

発 生量,三 つの取 り組 み を徹 底 して行 った場 合の発

生量(最 小 発生 量)を 算 出 した。 また,最 大 発生量

か ら現状 の発生 量 を減 じた もの を既 削減 量,現 状 の

発生 量 か ら最小 発 生量 を減 じた もの を将 来削 減可 能

量 とした。

　各 社 の既 削減 量 と将来 削減 可能量 との和 を1と し

て,そ こに 占め る既 削減 量 の割合 を取 り組み 達成 率

と して評価 した。LCAに よる換 算 を行 い,環 境 負荷

削減 の取 り組 み をシ ミュ レー シ ョン し,取 り組み達

成率 とい う指標 を求め る こ とに よ り,統 合的 に組織

間 を比 較検 討す るこ とが 可能 となった。 図2に 各社

の取 り組 み達成 率 の比較 を示 した。11社 の うち,4

社 はCO、 発 生 量の28%～69%を 既 に削 減 してい た
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表4　 11社 におけ る紙の収 支

(各社とも5日 間の計測データである)

が,3社 が10%前 後,残 る4社 は ほ とん ど削 減 し

てい なか った。 取 り組 み達成率 の 高か った企 業4社

は,全 従 業 員数 が10人 以 下 の企 業 であ った。従 業員

数 が少 な い程,環 境負 荷 削減 に向 けて全 員が取 り組

みやす い こ とを示 して いた。

3.4利 点 ・問題点 と対応 策

　 EMSを 立 ち上 げ た後,ISO14001と の比 較 か ら利

点 や問題 点,そ の対応 策 につ いて考 察 した。 表3に

各項 目毎 に示す 。

　「4.3.1環 境 側 面」 と して今 回は 「紙」 に限定

した。 この 理 由は,一 つ の環境 側面 につ いて綿 密 に

解析 す る こ とが で きれ ば,今 後他 の環境側 面 に対 し

て も応 用 可 能 で あ る か らで あ る。1995年 の 調 査21)

で は,測 定項 目 を多 め に設 定 した ため負 担 が増 し,

実施 企 業 は19社 中8社(42%)で あ った。 しか し,

今 回 は 測定 項 目 を限 定 した ため に,実 施 企 業 は13

社 中11社(85%)と 増 加 した。 要点 を絞 った た め

に,企 業側 の理解 も得 やす く,負 担 も軽減 された た

め と思 われ る。今 後 は,負 担 を軽 減 した ま ま測 定範

囲 を広 げ てい くことが必要 であ る。

　「4.3.3目 的及 び 目標」 におい ては,「 現状 を知

る」 とい う 目標 は達成 された。調 査票 に記 録 され た

デ ー タを基 に環境 収支 簿記 を作成 し,環 境 負荷量 や

負荷 削 減 の取 り組 み 達 成 率 な どを算 出 した。EMS

の再 構 築 にお いて は,「 環境 負荷 の削 減 を行 う」 と

い う 目標 を設 定 し,全 体 的 な環境 負 荷 削 減 を 目指

す。

　「4.4.3コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン」 に 関 して だ が,

外部 との コ ミュニ ケ ーシ ョンと して今 回 のデ ー タを

どこ まで公 開 して よい のか,各 企 業 に質問 を行 っ た

結果,11社 全 て の企 業 が社名 の公 開可 で あ り,そ の

うち7社 は匿名 で あ るな らばデ ー タ公 開が 可能 とい

う返 事 であ った。残 りの4社 は社 名 もデ ー タも同時

に公 開可 能で あ り,情 報 公 開 に対 す る姿勢 は非常 に

優 れた もので あ った。残 りの7社 も匿 名 とはい え情

報公 開可 能で あ り,情 報 公 開の姿 勢 は決 して消極 的

で は なか った。ISO14001の 規格 にお い て は情報 公

開に関 して義 務化 されて はい ないが必 要 であ る と要

望 され てい る。 したが って,本 研 究 の対象 とな った

調査 企 業 はISO14001の 要 望事 項 に対 して,7社 は

そ れ に応 え,4社 は それ以上 の情 報公 開 の姿勢 を示

してい た。

　「4.5.4環 境 マ ネ ジ メ ン トシ ス テム 監査 」 に よ

り,調 査 票 の点検 を行 った結 果,1社 の調査 票 に記

入漏 れが 見つ か った。 これ は 「4.5.1監 視 及 び測

定」 で必 要 な測 定項 目であ った ため 「4.5.2不 適

合」 にあた り,直 ち に責 任者 と話 し合 い を行 った結

果,そ の他 のデ ー タも含 め て改 めて測 定 し直す こと

とな った。原 因 は,測 定 に関す る責任 の所在 が 曖昧

で あ っ た こ とで あ り,「4.4.1体 制 及 び責 任」 の

項 目 を強化 す る必 要が あ った。

　「4.6経 営層 に よる見 直 し」 に関 して は,今 回の

EMSの 結 果 を経 営層 に提 示 し報 告 を行 っ た。 そ し

て,環 境 負 荷 削 減 の取 り組 み に関 す る提 案 を行 っ

た。提 案 だ け で な く,今 後 はISO14001と 同 じ く,

積 極 的 に 「継 続 的改 善 」 を実 行 してい く必 要 が あ

る。

　全 体 の課 題 と して,今 回 のEMSは 各 社 共通 の 紙

の管 理 ルール を導入 ・実 施 した側 面が あ り,ま た継

続 的 に運 用 され て い るISO14001のEMSと 比べ る

と,定 め た 目標 を達 成す る ための継 続 的な管理 シス

テ ムが必 ず しも十分 に機 能 してい る とは言い切 れ な

い部分 もあ るが,シ ス テム 自体 は継 続 的運用 を 目的

に構 築 して お り,EMS導 入 の準 備 段 階 に お け る低

コス トで取 り組 み やす い手法 と して有効 で あ る。

3.5再 構 築 した環 境 マネ ジメ ン トシステ ム

　継続 的改 善 を行 うた め,1997年 に調査 を行 った企

業11社 に対 して,1999年 にEMSの 再構 築 を依 頼 し

た。依 頼 を行 った結 果,転 居先 不 明の2社 を除い た

9社 の う ち,EMSの 再 構 築 が で き た の は4社 で

あ った。

　継 続調 査 の承 諾 を得 た4社 におい てEMS再 構 築
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の打 ち合 わせ を行 った。4社 と も1997年 の担 当 者

が 引 き続 き今 回 の担 当者 に もなったた め,今 回 も内

部 監査 人 とな って もらい,彼 らを中心 に話 し合い を

行 った。話 し合 いで は,1997年 の環境収 支簿 記や 環

境 パ フ ォーマ ンス評価 に よる取 り組み 達成率 な どを

再 度提 示 し,そ れ を もとに再構築 を行 っ た。前 回の

経 験が あ るため,不 明 な点 や改善 したい点 を中心 に

話 し 合 い を 行 っ た。変 更 し た 点 と し て は,

「4.3.3目 的 ・目標」 と して,可 能 な範 囲で コ ピー

用 紙使 用量 を減 ら した り分 別資源 化 を積極 的 に行 う

な どの取 り組み の改善 を求 め た。 また,前 回不適 合

が生 じる原 因で あ った 「責任 の所 在」 に関す る部 分

をさ らに明確 に した。環境 側面 の変更 は行 わ なか っ

た。

3.6再 構 築 でのデ ー タ分 析

　計 測 した デ ー タ を も とに環 境 収 支 簿記 を作 成 し

た。表4に 主 な項 目にお け る紙 の収支 の経 年変化 を

示 す 。

　導 入部 の コ ピー用紙 に関 しては,4社 とも再 生紙

に切 り替 え るこ とはなか ったが,コ ピー用 紙 の導入

量 は4社 とも減少 して お り,減 少率 は約20%か ら

55%で あ っ た。根 本 的 に紙 の使 用量 を減 らせ た こ

とは大 きな成 果 であ る。具 体 的 には,J社 で は社 内

メール な どを活 用 し極 力 印刷 しない ように し,H社

で は以前毎 日プ リ ン トア ウ トして チ ェ ック してい た

デ ー タを画面上 で チ ェ ックで きる ように したこ とに

よって減 ら してい た。

　系 内 の うら紙 に関 しては,4社 とも非 常 に利 用が

少 な く,取 り組 み として消極 的で あ った。 う ら紙 の

有効 な利用 法 を検討 しなけれ ば な らない 。

　送出部 の ごみ に関 して は,D社 で は,焼 却 ごみ と

資 源 ごみ を合 計 した ごみ総量 は約80009と 変 化 はな

か ったが,資 源 ごみの割 合が40%か ら70%に 増 加

してお り,環 境負荷 を大 き く削減 してい た。 資源 化

分 別 の シス テムが徹 底 されて いる こ とが 分 か る。H

社 で は,ご み総 量 が約30%減 少 し,排 出 ごみ の う

ち資 源化 分 別 した 割合 も0%か ら25%に 大 き く増

加 した。 ごみ総量 の削 減 も資 源化 率 の増 加 も重 要 な

取 り組 みで あ り,今 後 もEMSを 継 続 す る こ とに よ

りさ らに進展 して い くと考 え られ る。1社 で は,資

源 化分 別 は行 ってい ないが,ご み総量 は半分 以 下 に

減 少 した。 コピー用紙 導入 量 も半 分以 下 に減少 して

い るこ とか ら,導 入 と送 出が大 き く関係 してい る こ

とが わか った。J社 で は,ご み総 量が40%増 加 して

お り,こ の点 では改善 の必 要が あ る。資源化 分 別 し

た割 合 が0%か ら11%に 増加 して お り,今 後 この

値 も更 に高 くしてい く必 要が ある。分 別 を開始 した

とい う点 では非常 に評 価 で きる。

　図2に 環 境パ フォーマ ンス評価 と して取 り組 み達

成率 の経年 変化 を示 した 。取 り組 み達 成率 に関 して

も,1社 には変 化 が なか ったが,D・H・Jの3社 で

向 上 してい た。D社 は65%に 達 し,H社 も約倍 の

19%,J社 も僅 か なが ら上昇 し10%と なって いた。

1社 で もコ ピー用 紙 の使用 量 は大 幅 に減少 してお り,

資源 ごみ の分別 を行 うよ うにな った企 業 も2社 増加

して3社 に なった。 この ことか ら,一 般 の小 規 模 オ

フ ィス にお い て も,EMSを 継 続 して運 用 す る こ と

によ り,環 境負 荷 は低 減 してい く方 向 に向か って い

くこ とが分 か った。

図2　 11社 の取 り組 み達成率
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4.低 負担 な環境 マ ネジ メ ン トシ ステ ムの提 案

　本研 究 で運 用 したEMSで の負 担 を,人 的 ・時 間

的 ・経 済 的側面 か ら考察 した。

　人 的側 面 と して は,責 任 者 を決定 しEMSを 管 理

運用 して い く必 要 があ るた め,少 なか らず負 担 は発

生す る。 しか し小規模 であ れば あ るほ ど,小 人数 で

組織全 体 を把握 し管 理す るこ とが で きる ため,小 規

模 オ フ ィス に とってEMSの 運 用 は人 的負 担 が少 な

い と考 え られ る。今 回のEMSも1～3名 で 十分 運

用 が可 能 であ った。

　時 間的側 面 としては,デ ー タの測 定 や管理 の面 で

負 担 が かか るが,今 回のEMSで は1日1回 の測 定

のた め少 ない負 担で 運用 で きた。 また今 後 は,EMS

の長期 的運 用 におい て,既 存 デ ー タの活 用 や測定 の

効 率 化 に よ り,さ ら に低 負 担 に で きる と考 え られ

る。

　最後 に経 済 的側 面 だが,こ れ はISO14001と 大 き

く異 な り,基 本 的 に経済 的負 担 は無 い。登 録費 な ど

は必 要 な く,ISO14001で も記 述 さ れて い る 「自己

宣言 」 とい う形 でEMSを 運 用 す る こ とが 可 能 であ

る。環 境負 荷削 減 の取 り組 み に関 しては,組 織 の判

断で可 能 な限 り資金投 入 す れば よい。

　この よ うに,本 研 究で 運用 したEMSは 人 的 ・時間

的 ・経 済 的負担 が少 なか っ たため,小 規 模 オ フ ィス

で も十分 運 用 で きた。 このEMSを 基 に,今 後 様 々

な組 織 で 容 易 に立 ち上 げ る こ とが で きる低 負 担 な

EMSに つ いて提 案 し,そ れ を表5に 示 す。

　「4.2環 境 方針 」 につ いて は,組 織 自身が 環 境 に

対 す る方向 性 を考 え示 す こ とが重要 な ので,今 後 は

組織 独 自の方針 を作成 し明文化 す る必要 が ある。 た

だ し公 表 に関 して は義 務 と しない。 「4.3.1環 境

側 面」 と して は,紙 のみ を対 象 と して きたが,そ の

他 のエ ネル ギ ー資 源 ・物 質資源 に関 して も,拡 大 し

て い く必 要 が あ る。 「4.3.3目 的 及 び 目標 」 は,

明確 に設 定 す る ことに よ り組織構 成 員 の意識 が高 ま

表5　 提案す る環境マネジメ ン トシステム
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り,環 境 負荷 は削 減 の方向 に進 む。 よ り高 い 目的 ・

目標 を定期 的 に更 新 してい くこ とに よ り,さ らな る

継 続的 改善 が期待 で きる。 「4.4.1体 制 及 び責 任」

の項 目で は,「 責 任 の所 在」 が 問題 とな る場合 が 生

じた ので,責 任者 に関 しては明確 に文 書化 す る必 要

が あ る。 責任 者 が 明 確 で あ れ ば,「4.4.2訓 練,

自覚 及 び 能力 」や 「4.4.3コ ミュ ニケ ー シ ョン」

「4.4.6運 用 管 理」 も 問 題 な く 行 わ れ る。

「4.5.1監 視 及 び測 定」 は 「4.3.1環 境 側 面」

の環境 影響 度 に応 じて監視 や測 定 の強化 を行 って い

く必 要が あ る。 測定 の間 隔 を広 げ た り既存 デ ー タを

活用す るな ど して,低 負担 を維 持 しなが ら測定 を行

う。 この項 目に関 して も,「4.4.1体 制 及 び責 任」

が重 要 とな って くる。 「4.5.2不 適 合並 び に是正

及 び予 防処 置」 に関 しては,不 適合 が生 じた場 合 の

対 処法 だ けで な く,い か に予 防す るか につい て定期

的 に改 善 してい く必 要 が あ る。 「4.5.4環 境 マ ネ

ジメ ン トシス テム監査 」 で は,内 部 監査 人の育 成が

重要 で あ る。 内部 監査 人 に は大 きな権 限 を持 たせ,

経 営層 と共 にシス テム の改 善 を定常 的 に行 う必 要 が

あ る。 「4.6経 営層 に よる見 直 し」 は,PDCAサ イ

クル で あ るEMSに とっ て最 も重 要 な項 目で あ る。

経 営層 を中心 と して定期 的 にEMSを 改 善 しなが ら,

組織全 体 が環境負 荷 削減 に向 けて積 極 的 に取 り組 ん

でい くこ とが必 要 であ る。

5.ま と め

　ISO14001の 認証 取得 が 困 難 であ る小 規模 オ フ ィ

ス にお いて,可 能 な限 りISO14001の 規格 に沿 った

EMSで 低 負 担 な もの を立 ち上 げ,実 際 に運 用 させ

る こ とが で きた。 そ して運 用 させ る こ とに よ り,問

題 点 ・利 点 を解 明 し,よ り継続 的 かつ実 質的 なEMS

に改善 す る こ とがで きた。 また,測 定 デー タを基 に

環 境収 支簿 記 を作 成 し,LCAに よ るCO、 換 算 も行 っ

た。 そ して環 境 負荷 削 減 の シ ミュ レ ー シ ョ ンを行

い,「 取 り組 み達 成率」 とい う統 合 的指標 を用 い て,

環 境パ フ オーマ ンス評 価 の数値 化,及 び他 の組 織 と

の比較検 討 も可 能 に した。 さ らに,継 続 的改善 を行

うた め にEMSを 再構 築 し,「環境負 荷 の削減 」 を目

標 と して運用 した結果,紙 の使用 量 の削減 や取 り組

み 達 成 率 の増 加 な ど 目標 を達 成 す る こ とが で き,

EMSの 継 続 的改 善 の有 効 性 を実 証 す る こ とが で き

た。 また,ISO14001の 規格 に沿 い なが ら,EMSの

有効 性 や課題 につい て も洗 い出 す こ とによ り,企 業

や 家 庭 な どの 様 々 な 組 織 で 運 用 可 能 な低 負 担 の

EMSに つ いて提案 す る こ ともで きた。今後 は,環 境

側 面の対 象 を拡大 し,長 期 的 にEMSを 運用 ・改善 し

てい くこ とに よ り,今 回提 案 したEMSの 有効 性 を

さらに実証 してい くことを 目指 す。
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Abstract

  It is our goal to establish an environmental management system (EMS) which can 

be constructed easily in not only big businesses but also small-size offices. Therefore, in 

this research, the first purpose is the construction of a simplified EMS in alignment 

with ISO 14001 in small-size offices that cannot acquire ISO 14001 certification. The 

second purpose is the creation of an environmental performance evaluation and a 

method for its continual improvement. In 11 offices, a simplified EMS was constructed 

in order to know the present condition of the environmental burden of these offices. 

There was a tendency for smaller offices to show a high rate of achievement in their 

efforts to reduce their environmental burden. Of these, four offices were able to revise 

the simplified EMS through continual improvement. Consequently, the amount of copy 

paper and garbage was reduced. The purpose of reducing the environmental burden was 
attained and the quality of the simplified EMS was supported.

Key Words: environmental management system, small-size offices, ISO 14001, simplicity,

 environmental performance evaluation


